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そもそもプロ責法とは

• 「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発
信者情報の開示に関する法律」という名前

• 「特定電気通信役務提供者」＝プロバイダー
• 平成13年（2001年！）にできた法律
• 平成25年（2013年）に一度改正
• 元々は4条しかない短い法律
• 損害賠償責任の制限（3条）
• 発信者情報開示の請求等（4条） ここが今回改正
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権利の侵害があった場合に発信者の情
報開示が請求できるということ。

• 権利の侵害
–名誉棄損

–著作権侵害

–商標権侵害

–等
• 民事裁判で損害賠償を請求するためには、被告の住所氏
名が分かっていなければならない。

• そのためには発信者の情報開示が必要。
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発信者の情報

• 発信者の情報を持っているのはプロバイダー（＝電気通
信事業者）

• 電気通信事業者は通信の秘密の義務（電気通信事業法4
条）を課せられているから、法律に基づく手続きか裁判
所の命令がなければ開示できない。

• この手続きを規定したのがプロ責法4条
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当初の説明 法律ができたのは平成13年
（2001年）！



ところが今では

• プロバイダーが2層に分かれている
• コンテンツプロバイダー（CP）
– TwitterなどのSNS

– 2ch,爆サイなどの掲示板

– Yahoo知恵袋、Yahoo Newsなどのコメント欄

– Googleの検索結果や口コミサイト

–クラウドやホスティング事業者！

• アクセスプロバイダー（AP）
– ISP
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開示までの手続きの実際

コンテンツ
プロバイダ

アクセス
プロバイダ

②回答

①請求

③仮処分命令

④

⑤開示

①請求

④
回
答

⑤本訴（正式な訴訟）

⑥判決
（開示
命令）

②意見
照会

③回答

⑦開示

回答するのは、
IPアドレス、タ
イムスタンプ＋
ポート番号等

この後、被害
者が救済をう
けるにはさら
に発信者に対
して損害賠償
請求の裁判を
行う。

手続きに時間が
かかって、その
間に接続ログの
保存帰化が過ぎ
てしまう場合も

whoisを
使ってアク
セスプロバ
イダを調べ
る
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今回の法改正の概要

裁判所が
CP,APに対
し発信者情
報開示命令
を出す。


